
No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 〇 非常勤 〇 臨時職員 ）

①

②

③

内線 2512

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度） 01-05-03 町会・自治会事業支援費

部課名
担当者名

区民生活部区民課
清水

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-05-01 町会・自治会事業助成費

課長名 秦野

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

目的

　町会・自治会の支援を行うことにより区の各種事業の周知及び実施について、町会等の協力を得ること
ができるほか、町会等が自主的に行う事業を支援することで、地域力と地域住民の福祉の向上を図ること
ができる。

対象者
等

町会・自治会

内容

<事務事業助成金>   平成29年度実績　62,215,600円　119町会
　(1)基礎額（1町会・自治会当たり）
　　1,000世帯未満125,000円、1,000世帯以上2,000世帯未満130,000円、2,000世帯以上135,000円
　(2)世帯割額単価　360円　　*毎年4月1日の世帯数から算出(外国人を含む)
<掲示板修繕助成金>　平成29年度開始
　町会所有の掲示板を1基につき50,000円を助成
<回覧板作成> 　　　 平成29年度 回覧板を作成し配付
<AED屋外設置>　　　 平成29年度 町会会館等にAEDを屋外設置
　　　　　　　　　　(平成22～24年度に活動助成費(イベント等助成)でAEDを各町会に配置)

活力ある地域コミュニティの形成
施策 01 地域活動の支援と人材育成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅴ 文化創造都市

荒川区町会に対する事務事業助成金交付要綱

事務事業分析シート（平成30年度）

協働 業務 財務04-01-04

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 42 年度 根拠

法令等

政策 10

経過

平成 6年4月　　事務事業助成金の世帯割額の単価を変更（330円→360円）
平成 9年6月　　基礎額を世帯数規模別に3段階に設定（従来は一律25,000円）
平成20年4月　　掲示板修繕助成開始（平成22年度終了）
平成23年4月　　基礎額を一律100,000円アップ
　　　　　　　 25,000円→125,000円、30,000円→130,000円、35,000円→135,000円
平成29年　　　 掲示板修繕助成開始
　　　　　　　 回覧板作成配付
　　　　　　　 町会会館等にAEDを屋外設置
※事務事業助成金交付要綱は、平成7年度まで単年度要綱

必要性

　区事業の周知及び実施について、町会等の協力は不可欠である。
　地域コミュニティの担い手として、町会等は中心的・不可欠の存在である。

実施
方法

1直営

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

30年度
見込み

目標値
(38年度)

60 60 65

指標に関する説明

加入世帯数／区内世帯数
(年度当初)

町会加入率(%) 63 59

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

重点的に推進 重点的に推進

　区が行政サービスを実施する上で、コミュニティ活動の中核を担う町会･
自治会の協力は不可欠であり、優先度は極めて高い。

27年度 28年度 29年度

町会・自治会助成費

指
　
　
　
　
標



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

54,951 77,600 66,016
24年度 25年度 26年度 28年度 29年度 30年度

54,612 69,092 66,016
54,232 53,736 53,323 54,071

予算・決算額等の推移
予算額

53,203 54,071

―

29年度 30年度
事務事業助成金交付件数 120 120 120 120 119 119 120

28年度実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度

回覧板作成数

53,287 52,803

27年度

町会会館等AED屋外設置数 ― ― ― ― ― 42 ―

掲示板修繕助成件数 ― ― ― ― ―

使用料 町会会館等AED屋外設置リース料 235

0

0

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

― ― 6,000 ―

勘定科目 29年度

141 141

負担金補助等 事務事業助成金

6,206
435 負担金補助等 事務事業助成金 63,147委託料 町会会館等AED屋外設置調査

使用料 町会会館等AED屋外設置リース料 2,869負担金補助等 事務事業助成金 54,612 需用費 回覧板作成費

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

62,216

87,737 17,921 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 69,816 ▲ 87,737

0

▲ 87,737

― ―

▲ 87,737

物件費 0
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 54,612 62,216 7,604 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 4,270

28年度

▲ 17,921
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0 0 0

▲ 17,921
特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f)

行政費用合計(b) 69,816

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 69,816

○区が行政サービスを実施していく上で、町会等を通じて情報提供や協力依頼などを行うことも多いことか
ら、町会未加入者への情報提供等について、どうカバーするかが今後の課題である。
○地域のコミュニティ形成が多様化（地域協議会・地域ネットワーク等）する中で、町会等が担う役割は重要
である。しかし、町会等が中心となり地域全体で取り組む必要がある防犯・防災活動や環境問題等の活動にお
いて、地域住民の参加協力が十分とはいえない現状もあり、地域力の向上を図るうえで、町会等に対する支援
は重要である。

差額 勘定科目

決算額（30年度は見込み）

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 16 6 不明 0

平成27年度予特　町会･自治会掲示板の修繕に係る区の支援について

平成29年度に実施した
改善内容および評価

6,876 6,876 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 0 0

地方税 0 0

0

コミュニティ推進の核となる町会
等の活動を更に活性化し、町会活
動への参加を促進する施策を実施
する。

掲示板修繕助成や回覧板作成、AED設
置等を支援し、組織力の更なる向上
を図った。

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

町会･自治会等に対して、掲示板修
繕助成や回覧板作成、AED設置等を
支援し、町会活動の更なる活性化を
図る。

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 13,730 14,375

2,796

28年度 29年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0 0

645

行
政
収
入

▲ 17,921

備
考

　町会配付用回覧板の作成、町会会館屋外用ＡＥＤボックスの設置を行ったため、物件費が皆増となってい
る。29年度から町会掲示板の修繕費用等を助成しているため、補助費等が28年度より増となっている。

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 69,816

1,474



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　コミュニティ活動の中核として、行政活動全般について協力を得てお
り、優先度は高い。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

年２回開催
町会長実務担当者研修会延参加者
数

191 177 155 190 190

参加町会数／全町会数町会長のつどい参加率（％） 89.1 80.0 87.5 87.5

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

87.5

経過

荒川区町会連合会等に対する助成金
　○荒川区町会連合会に対するもの
　・S62～H11　＠1,000円×町会数　・H12～　＠10,000円（H22～　＠18,000円）×地区町会連合会数
　○各地区町会連合会に対するもの（町会割額単価）
　・S60～S62　＠5,000円　・S63～H元　＠6,000円　・H2～H11　＠7,000円　・H12～　＠6,500円
　　※H25　東京都町会連合会設立30周年及び東京オリンピック招致に係る経費として300千円増額。
荒川区町会連合会活動事業助成金
　町会長のつどい（平成18年度から区町連主催事業）、研修会など自主的活動を支援する助成金
次世代育成事業への貸付金
　長期的に町会の実務を担う次世代育成事業を東京都の補助事業をにより実施を予定していたが、区とし
て全庁的に事業展開することとなり、平成27年度の実施は見送ることとなった。

必要性

　町会連合会は、区と区民との橋渡し役として活動するとともに、区が実施する事業への協力のみなら
ず、消防・警察分野など行政活動全般において区が直接実施することが困難な活動も広く行っており、区
としてその活動を支援する必要性は非常に高い。

実施
方法

1直営

【町会長のつどい開催場所】従来：グリーンパール那須、H25年度以降：ホテルラングウッド
【実務担当者研修会テーマ】H26防災/防犯　H27防災/加入促進　H28個人情報/加入促進

目的

　町会連合会等から協力を得ること及び町会連合会等の自主的活動を支援することにより、地域住民の福
祉の向上を図る。
　町会連合会に対して、区が行う各種事務事業に伴う連絡・依頼事項等の意見を調整し、協力を得ること
で、単一町会への連絡・依頼等を円滑に行う。

対象者
等

　荒川区町会連合会（１団体）及び地区町会連合会（８団体）の長及び構成員

内容

荒川区町会連合会等に対する助成金
　〇荒川区町会連合会への助成金　＠18,000円×町会連合会数（8連合町会）=144,000円
　〇各地区町会連合会（事務局：各区民事務所等）に対するもの
　＠6,500円×各地区町会連合会に属する町会数（区内計120町会）=780,000円
荒川区町会連合会活動事業助成金
　＠2,500,000円×1=2,500,000円
平成29年度事業実施概要
　〇町会長のつどい（105名参加）
　　研修①「荒川区政について」               講師　荒川区長
　　研修②「命をまもるための防災活動」　 講師　元気象庁長官　山本孝二氏
　〇町会実務担当者研修会　「町会加入促進/防災対策等」 平成30年3月22日（木）実施予定

政策 10 活力ある地域コミュニティの形成
施策 01 地域活動の支援と人材育成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅴ 文化創造都市

荒川区町会連合会等に対する助成金交付要綱
荒川区町会連合会活動事業助成金交付要綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 60 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-05-02 町会連合会助成費

事務事業名 町会連合会助成費
部課名 区民生活部区民課 課長名 秦野

担当者名 清水 内線 2512

事務事業コード 04-01-05 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 22 不明 0

再生事業の活用を問わず、法改正に
向けて個人情報の適正管理の普及に
努めると同時に加入促進も継続して
実施したい。

加入促進をテーマにした研修を引き
続き実施し、区からも町会への加入
促進について積極的に支援してい
く。

加入促進における問題は、依然と
して町会が抱えている大きな問題
であるため、継続して研修を実施
していく。

各町会連合会会長の意向に沿った研
修内容を決定し、ニーズにあった事
業として実施したい。

気象学の観点からみた防災対策を
テーマに元気象庁長官を講師して実
施した研修は、参加者からも好評で
あった。

毎年、各町会連合会会長からの意
向に沿った研修内容を決定し、
ニーズに沿った事業として実施し
ていく。

①区内実施が定着したこともあり、高い参加率を維持している。平成30年度も区内で実施予定であるが、研修
テーマの分野に偏りが出ないよう配慮する必要がある。
②町会実務担当者研修会の実施に際する、町会・自治会が抱える課題解決に向けた現場のニーズに応えるため
のテーマを設定していく。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　給与関係費の減は組織改正によるものである。荒川区町会連合活動事業助成金の実績減により、補助費等が
減少している。

2,533特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 5,981 ▲ 3,448
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 5,981 3,448 ▲ 2,533 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 5,981
0 0

▲ 3,448 2,533
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 236 131 ▲ 105 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 5,981 ▲ 3,448
0 0

2,533

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 3,119 2,877 ▲ 242 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 0 0 0 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 2,626 440 ▲ 2,186

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

負担金補助等 町会連合会運営・活動助成 3,119 負担金補助等 町会連合会運営・活動助成 2,877 負担金補助等 町会連合会運営・活動助成 3,424
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

177 200 200実務担当者研修会述べ参加者数 113 177 182 191

30年度
町会長のつどい参加数 73 105 93 107 96 105 110

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

3,424 3,424
決算額（30年度は見込み） 3,374 3,304 3,099 3,046 3,119 2,877 3,424
予算額 3,424 3,724 3,424 5,424 3,424

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　地域コミュニティの担い手である町会・自治会の振興を図ることは、次
代を担う世代にその活動を引き継いでいく上で重要であり、優先度は高
い。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

利用団体数/全町会･自治会数
町会・自治会イベント助成
団体利用率(%)

95.8 80.8 93.3 96.0

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

100.0

経過

平成20年度　町会等イベント助成開始
　　　　　　　1町会･自治会当たり、1事業に要する経費の2分の1助成、
　　　　　　　年度内限度額10万円、年度内2事業を対象
平成22年度　町会等イベント助成充実
　　　　　　　1町会･自治会当たり、1事業に要する経費の3分の2助成、
　　　　　　　年度内限度額20万円（特例30万円）、年度内2事業を対象
　　　　　　　地区連合町会宿泊研修助成開始（宿泊費半額助成、バス代全額助成）
　　　　　　　ＡＥＤ(自動体外式除細動器)を各町会･自治会に配置開始（3ヵ年計画:平成24年度終了）
平成28年度　町会等イベント助成充実
　　　　　　　被災地を訪問する事業の助成限度額を引上げ（3ヵ年）、
　　　　　　　地区町会連合会実務担当者研修助成開始

必要性

　地域コミュニティの担い手として、町会等の振興を図る必要がある。

実施
方法

1直営

目的

　町会･自治会が実施する地域コミュニティの活性化を図る事業の経費を助成することにより、地域の活性
化、町会等への加入促進を図る。また、地区町会連合会が実施する宿泊研修を助成することで地域コミュ
ニティの担い手である町会･自治会の更なる振興を図る。

対象者
等

町会・自治会

内容

<町会等イベント助成>
　助成額　　(1)1町会当たり、1事業に要する経費の3分の2（限度額10万円、特例20万円）
　　　　　　(2)年度内2事業までを対象とする（年度内限度額20万円、特例30万円）
　　　　　　(3)被災地を訪問した場合は1事業に対する限度額を5万円加算[平成28～30年度]
　助成対象事業　　(1)町会が主催する事業　(2)広く地域住民が参加できる事業
　　　　　　　　　(3)地域の活性化、町会への加入促進が期待できる事業
<地区町会連合会研修助成>
　宿泊費助成　1町会3人まで（リバーパーク汐入町会は9人まで）宿泊費の半額を助成
　バス代助成　バス代を全額助成
<地区町会連合会実務担当者研修助成> 実務担当者向け研修会に要する経費を助成（限度額10万円）
<ＡＥＤ（自動体外式除細動器）設置> 平成22～24年度　※平成29年度に町会･自治会助成費で屋外設置

政策 10 活力ある地域コミュニティの形成
施策 01 地域活動の支援と人材育成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅴ 文化創造都市

荒川区町会・自治会地域活性化事業に関する
活動助成要綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 20 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-06-01 町会・自治会活動助成費（イベント等助成）

事務事業名
町会・自治会活動助成費(イベント
等助成)

部課名 区民生活部区民課 課長名 秦野
担当者名 清水 内線 2512

事務事業コード 04-01-06 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

平成21年3定　町会・自治会に対するイベント助成（1団体年度内限度額10万円）の倍増について

他
区
の
実

施
状
況

実施 13 0 不明 9

町会等が実施するイベントや研修会
等に区職員も積極的に参加して連携
を図ることで、町会等の活動を支援
する。

地区町会連合会が実施した宿泊研修
や実務担当者研修会に区職員も参加
し、町会等の活動を支援した。

町会等が実施するイベントや研修
会等に区職員も積極的に参加し、
内容充実に向けた検討を行ってい
く。

○誰もが親しみやすいイベントにするため、内容の充実が図れるよう町会等を支援する必要がある。
○町会等が地域コミュニティの活性化や町会加入者の増加につながる効果的なイベントを実施できるよう区が
支援を行う必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　物件費は研修会に随行した職員の旅費で、補助費等は、町会・自治会で実施するイベントや、町会連合会が
実施している研修会に係る費用の助成金である。例年、ほぼ同規模の額で推移している。

▲ 3,016特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 38,367 ▲ 41,383
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 38,367 41,383 3,016 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 38,367
0 0

▲ 41,383 ▲ 3,016
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 1,374 3,917 2,543 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 38,367 ▲ 41,383
0 0

▲ 3,016

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 24,136 24,241 105 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 51 38 ▲ 13 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 12,806 13,187 381

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

その他負担金及び交付金 随行職員参加費負担 740その他負担金及び交付金 随行職員参加費負担 359 その他負担金及び交付金 随行職員参加費負担 266

その他補助金 実務担当者研修助成額 379 その他補助金 実務担当者研修助成額 376 その他補助金 実務担当者研修助成額 800

その他補助金 研修バス代助成額 4,013その他補助金 研修バス代助成額 2,197 その他補助金 研修バス代助成額 2,058

その他補助金 研修宿泊費助成額 567 その他補助金 研修宿泊費助成額 496 その他補助金 研修宿泊費助成額 1,250

その他補助金 イベント助成額 21,492その他補助金 イベント助成額 20,634 その他補助金 イベント助成額 21,045
旅費 随行職員旅費 51 旅費 随行職員旅費 38 旅費 随行職員旅費 117

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

2,058 4,013地区連合 1,805 1,619 2,095 1,909 3,686
地区連合 549 416 587 509 1,250

21,908 21,045 21,492
496 1,250

町会・自治会イベント助成金額（千円） 17,727 19,068 20,141 20,608

30年度
町会・自治会イベント助成助成団体数 109 113 115 115 115 119 120

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

28,727 28,412
決算額（30年度は見込み） 23,344 21,432 23,314 23,457 24,187 24,279 28,412
予算額 30,432 29,512 24,827 24,829 28,466

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　町会活動の拠点となる町会事務所の建替えを促進し、コミュニティ活性
化に寄与する事業であり、優先度は高い。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

経過

助成金額の推移
　昭和56年度　助成率10％　　限度額100万円
　昭和63年度　助成率15％　　限度額300万円
　平成05年度　助成率50％　　限度額300万円
　平成10年度  建設・購入等　助成率50％ 　 限度額  300万円
　平成10年度　冷暖房設備    助成率30％　　限度額   30万円
　平成10年度　福祉関連設備  助成率80％　　限度額  160万円
　平成11年度　葬祭機能有り  助成率50％　　限度額  500万円
　平成22年度　防災用テレビ　助成率50％　　限度額   20万円(平成22･23年度のみ助成)
  平成26年度　借入金に対する利子補給　　　限度額　300万円(年度60万円)
  平成26年度　宝くじ助成制度利用開始　　　限度額　500万円

必要性

　町会事務所建設等の経費の一部を助成することにより、コミュニティ活動の拠点となる町会事務所の建
設を促進し、コミュニティ形成と活性化を図ることができるため、必要性は非常に高い。

実施
方法

1直営

目的

　区内に町会事務所（町会会館を含む）を建築･増改築･修繕、設備の設置･購入する場合、並びにコミュニ
ティ活動用の備品の設置･購入･修繕する場合、区がその経費の一部を助成することにより、町会事務所の
建設を促進し、コミュニティ活動の活性化を図る。また、設置する町会事務所に葬祭機能を付加し使用す
る場合は助成金の限度額を増額し、区民の葬儀にかかる費用の軽減と葬祭場の不足を補う。

対象者
等

町会事務所を建築等した町会・自治会の代表者（町会長）

内容

対象となる経費
　(1)町会事務所の建物の建築、購入（新築、中古を問わない）等の取得費
　(2)費用が100万円以上の町会事務所の建物の増改築費及び修繕費
　(3)費用が30万円以上の冷暖房設備設置費及び福祉関連設備設置費（本体機器を含む）
　(4)防災用テレビの設置(平成22･23年度のみ)
対象外の経費
　(1)町会事務所用地の取得経費（借地権利金を含む）及び造成経費
　(2)町会事務所用地の外構工事費
　(3)備品及び什器類の購入費
※助成を受けて10年間は同一対象経費の助成を受けられない。

政策 10 活力ある地域コミュニティの形成
施策 01 地域活動の支援と人材育成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅴ 文化創造都市

荒川区町会事務所建設等助成金交付要綱、荒川
区町会会館建築等に伴う利子補給実施要綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 56 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-07-01 町会・自治会会館建設助成費

事務事業名 町会・自治会会館建設助成費
部課名 区民生活部区民課 課長名 秦野

担当者名 清水 内線 2512

事務事業コード 04-01-07 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 16 6 不明 0

宝くじ助成などの助成制度の活用を
促し、町会会館等がコミュニティの
拠点となるよう建替や修繕等を支援
していく。

助成制度の周知徹底や活用を促した
ことで、老朽化している町会会館等
の建替及び修繕が積極的に行われて
いる。

宝くじ助成などの助成制度の活用
を促し、町会会館等がコミュニ
ティの拠点となるよう建替や修繕
等を支援していく。

○町会会館の建設助成にあたり、予算要求前に町会･自治会に建設計画について意向調査を実施しているが、
町会会館の修繕については緊急に生じるため、把握が難しく予算の積算が課題である。
○宝くじ助成の申込が増加傾向にあることから、今後、区内団体の助成が減少する見込がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　補助費等の内容は、町会会館の改築や修繕、冷暖房機の設置・取替に係る費用の助成金が主となっており、
宝くじ助成制度を利用した助成金も含まれる。宝くじ助成制度を利用したものについては、自治総合センター
より収入を受けている。

▲ 12,506特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 8,236 ▲ 20,742
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 31,936 28,242 ▲ 3,694 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 8,236
0 0

▲ 20,742 ▲ 12,506
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 359 1,352 993 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 8,236 ▲ 20,742
7,500 ▲ 16,200

▲ 12,506

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 23,700
減価償却費 0 0 0 その他 23,700 7,500

0 0
▲ 16,200

補助費等 28,231 22,339 ▲ 5,892 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 0 0 0 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 3,346 4,551 1,205

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

負担金補助等 利子補給 771 負担金補助等 利子補給 880 負担金補助等 利子補給 2,274

負担金補助等 宝くじ助成制度利用助成 10,000負担金補助等 宝くじ助成制度利用助成 23,700 負担金補助等 宝くじ助成制度利用助成 7,500

負担金補助等 会館建設助成 3,760 負担金補助等 会館建設助成 13,959 負担金補助等 会館建設助成 18,304
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

880 2,274利子補給金額（千円） ― ― 93 451 771
利子補給件数 ― ― 2 3 4

8,641 26,536 28,304
5 6

町会会館 9,424 11,677 4,247 11,879

30年度
町会会館 7 5 6 5 5 8 8

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

31,196 30,578
決算額（30年度は見込み） 9,424 11,677 11,840 17,330 28,231 22,339 30,578
予算額 11,960 14,902 28,024 27,972 43,553

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　法人化することで町会･自治会の財産管理や活動を円滑に進めることがで
きるため、優先度は高い。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

法人化町会数/全町会数町会・自治会の法人化率(%) 51.7 53.3 55.0 56.7

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

56.7

経過

地方自治法の改正（平成3年4月2日）により町会･自治会が資産の登記名義人等の権利能力を有することと
なった。
区長は認可した町会･自治会に対して、町会等による申請があれば、印鑑登録証明書（平成5年10月1日公
布）・告示内容記載事項証明書（平成3年12月26日制定）を発行する。
町会･自治会の名義変更に要した経費について、区が一部を助成する（平成6年3月1日制定）。
地方自治法の改正（平成27年4月1日施行）により認可地縁団体の不動産登記に関する特例制度が創設され
たことから、特例登記に要する経費の場合には助成限度額を100万円とする(平成27年10月1日施行)。

必要性

　法の趣旨の観点から、町会・自治会の法人化を促進するために必要である。

実施
方法

1直営

目的

　町会･自治会の地縁による団体が、区長の認可を得て、法人格を取得することにより、町会･自治会名義
で不動産登記が可能となり、保有財産をめぐるトラブルの防止と地縁による団体の活動を円滑にすること
を目的に実施する町会等の法人化について、認可後の登記手続き等に要する経費の一部を助成する。

対象者
等

地縁による団体として認可された、町会･自治会の団体の長

内容

助成の対象となる不動産
　直接町会･自治会活動のために使用する町会事務所及びその事務所が建っている土地。
　ただし、店舗又は貸室など収益事業に供する建物部分は対象としない。
対象経費
　(1)認可申請に係る総会開催費
　(2)登録免許税相当額
　(3)登記に係る書類作成経費
　(4)その他区長が認めたもの
助成金額
　45万円を限度に対象経費の50％
　特例登記の場合は、100万円を限度に対象経費の50％

政策 10 活力ある地域コミュニティの形成
施策 01 地域活動の支援と人材育成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅴ 文化創造都市

地縁による団体の認可及び登記手続経費助成要
綱終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 3 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-08-01 町会法人化助成費

事務事業名 町会法人化助成費
部課名 区民生活部区民課 課長名 秦野

担当者名 清水 内線 2512

事務事業コード 04-01-08 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 4 0 不明 18

他区においては、同目的も含め包括的に助成を実施している区もある。

法人化の利点を説明し、各種助成金
の申請や保有財産の簡便な管理につ
ながるよう、町会等に法人格取得を
促す。

町会等に法人格取得を促した結果、
29年度は2団体が新たに法人化した。

法人化の利点を説明し、各種助成
金の申請や保有財産の簡便な管理
につながるよう、町会等に法人格
取得を促す。

○毎年、町会･自治会に調査を実施して法人化の意向確認を行っているが、町会会館を既に有している町会で
は名義変更等の必要が生じた時点で法人化を検討するため、予算要求時の対象町会･自治会の予測が困難であ
る。
○平成27年4月1日に地方自治法の一部を改正され、地縁団体における登記の特例（法第260条の38及び39）が
施行されたことに伴い、制度の周知と該当する町会等に対して制度の活用を促す必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　29年度、2件の助成実績があった。そのため、補助費等が増となっている。
▲ 796特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 2,592 ▲ 3,808

0特別費用(g) 0 特別収入(f)
行政費用合計(b) 2,592 3,808 796 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 2,592

0
▲ 3,808 ▲ 796

その他行政費用 0 金融収支差額(d)

賞与・退職給与引当金繰入額 251 776 525 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 2,592 ▲ 3,808
0 0

▲ 796

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 その他 0

0補助費等 420 使用料及び手数料

扶助費 0 分担金及び負担金 0
0維持補修費 0 都支出金

物件費 0 国庫支出金 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 2,341 2,612 271

行
政
収
入

地方税

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

負担金補助等 町会法人化助成 0 負担金補助等 町会法人化助成 420 負担金補助等 町会法人化助成 1,800
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

法人化助成件数 2 5 0 0 0
64 66 68

2 2
法人認可町会累計数 57 60 62 62

30年度
法人認可町会数 1 3 2 0 2 2 2

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

1,800 1,800
決算額（30年度は見込み） 198 876 0 0 0 420 1,800
予算額 600 876 800 800 1,800

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　区との意見交換や町会長相互の交流が促進されることから、優先度は高
い。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

経過

定例会議
・昭和60年度から町会連合会助成金の交付が開始され、それに伴い不定期だった会議が定例化された。
・平成8年6月19日に「荒川区町会連合会規約」が制定され、役員の任期等が正式に定められた。
町会長のつどい
・昭和57年度から宿泊研修開始。
・平成18年度に、実施主体を区から荒川区町会連合会に移行した。
・町会長の意向により、平成25年度以降は、これまでの宿泊形式から日帰りの研修形式で実施している。
町会実務担当者研修会
・町会連合会の発案で、町会・自治会の課題解消に向け、町会の実務担当者対象とした様々なテーマによ
る研修会が平成24年度から開始された。

必要性

　区事業の情報や協力依頼などを各町会に周知し、意見調整を行うために欠かせない事業である。

実施
方法

1直営

目的

　町会連合会に対し、会議運営等の事務補助を行うことで、区が行う各種事務事業の周知・協力や、区と
町会間の意見調整などを円滑に行えるようにする。
　町会連合会の会長交代時や退任時等に、区と町会との橋渡し役としてご協力いただいたことに対する感
謝と敬意を示す場を設ける。

対象者
等

　荒川区町会連合会（1団体）及び地区町会連合会（8団体）の長及び構成員

内容

町会連合会事務補助
　○定例会議等の実施
　・町会連合会会議の開催（総会年1回、定例会年10回、1月及び8月は実施せず）
　・町会連合会懇親会の開催
　○町会長のつどいの実施（再掲）
　○町会実務担当者研修会の実施（再掲）
交代式等の開催
　荒川区町会連合会の会長交代時や地区町会会長の退任時等に、交代式や感謝状贈呈式を開催

政策 10 活力ある地域コミュニティの形成
施策 01 地域活動の支援と人材育成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅴ 文化創造都市

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 57 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-09-01 町会連合会活動推進費

事務事業名 町会連合会活動推進費
部課名 区民生活部区民課 課長名 秦野

担当者名 清水 内線 2512

事務事業コード 04-01-09 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 22 不明 0

町会へ協力を依頼する時点で唐突感
がないよう、全庁的に理解を求め計
画的に案件付議できるよう調整を試
みる。

唐突な協力依頼がないよう、事務局
において計画的な案件付議を調整し
た。

唐突な協力依頼がないよう、事務
局において計画的な案件付議を調
整していく。

情報の集約を開始してから２年経過
し、より精度の高い情報提供が可能
となっている。漏れが無いように徹
底したい。

各町会長に対し精度の高い情報を提
供するため、情報の集約を強化し、
漏れがないように徹底した。

各町会長に対し精度の高い情報を
提供するため、情報の集約を強化
していく。

○町会連合会定例会での依頼事項だけでなく、直接協力を依頼するケースが年々増加している。
○町会連合会会長として、区役所の各課や他の行政機関が開催する会議や事業へ出席を求められ、同日に複数
の会議に出席する場合もある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　給与関係費の減は組織改正によるものである。物件費増の理由は、29年度より町会交換便業務委託の経費と
当事務事業で行うこととなったためである。

2,983特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 6,411 ▲ 3,428
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 6,411 3,429 ▲ 2,982 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 6,411
0 0

▲ 3,428 2,983
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 512 522 10 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 6,411 ▲ 3,428
1 1

2,983

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 1

0 0
1

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 209 1,149 940 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 5,690 1,758 ▲ 3,932

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

使用料等 会長交代式会場使用料 16
委託料 町会交換便業務委託 829 使用料等 会長交代式会場使用料 16

委託料 町会交換便業務委託 864使用料等 会長交代式会場使用料 11 役務費 感謝状筆耕料 14
役務費 感謝状筆耕料 19 需用費 町会交換便用封筒 135 役務費 感謝状筆耕料 19

需用費 町会連合会会長交代式賄費 317需用費 町会連合会会長交代式賄費 179 需用費 町会連合会会長交代式賄費 154
旅費 町会長のつどい随行旅費 0 旅費 町会長のつどい随行旅費 0 旅費 町会長のつどい随行旅費 79

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

1地区町連会長変更人数 1 2 2 2 1
町会連合会会長交代式開催数 0 1 0 1 0

85 100 100
1 0

定例会議への付議依頼件数 83 80 94 107

30年度
区内町会数 120 120 120 120 120 120 120

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

1,270 1,295
決算額（30年度は見込み） 108 192 175 270 209 1,149 1,295
予算額 206 334 305 383 358

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 〇 非常勤 〇 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　地域一体で子どもを中心としたイベントを行うことで区民相互の交流と
地域コミュニティの活性化を図るため優先度は高い。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

参加人数/10月1日現在人口参加率（%） 11.2 13.0 9.6 15.0

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

15.0

経過

地域の各種団体で組織した実行委員会が運営。現在は地域のイベントとして定着している。
平成24年度から各地域一律基礎額を150千円増額し378千円とする。

必要性

　地域コミュニティを活性化する上で、地域の各団体の人々が協力して作り上げる催しは、参加者に連帯
感を生み出し、協力の輪を広げていくきっかけとなる。地域一体で子どもを中心としたイベントを行うこ
とにより、子どもを見守る健全な地域づくりの意義は大きい。

実施
方法

1直営

目的

　地域の各種団体で組織した実行委員会に対して、地域振興事業に要する経費を補助することによって、
実行委員会の自主的かつ安定的な運営を図る。それにより区民相互の交流を深め、自立と連帯に支えられ
た住みよい地域社会の形成に寄与することを目的とする。

対象者
等

子どもを中心とした地域住民

内容

町会や青少年育成地区委員会など地域の各種団体で組織した実行委員会が子どもまつりを開催する。

<平成29年度実績>
名　　　　　称　　　　　  地 域　　　実  施  日　　　 参加者　　　場　　所
南千住なかよしまつり　    南千住　 10月15日（日）　　 3,500人　　南千住野球場
ドンとやろう大会　　　　  荒川　　 11月12日（日）　　 1,280人　　第二峡田小学校
町屋こどもまつり　　　    町屋     10月29日（日）  　 1,000人　　第四峡田小学校
尾久っ子ワクワクまつり　  尾久     11月 5日（日）　　 9,700人　　荒川遊園運動場
にっぽり青空こどもまつり  日暮里   11月 3日（金・祝） 5,000人　　日暮里南公園

政策 10 活力ある地域コミュニティの形成
施策 01 地域活動の支援と人材育成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅴ 文化創造都市

地域振興事業補助金交付要綱
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 2 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-10-01 地域活動促進費

事務事業名 地域活動促進費
部課名 区民生活部区民課 課長名 秦野

担当者名 清水 内線 2512

事務事業コード 04-01-10 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 22 不明 0

他区においては、地域振興事業に限らず幅広く助成を行っている。

地域交流のより一層の推進を目指
し、町会等地域団体の参加を促して
いく。

地域交流のより一層の推進を目指
し、町会等地域団体の参加を促し
た。

地域交流のより一層の推進を目指
し、町会等地域団体の参加を促し
ていく。

○幅広い地域団体の自主的な参加を促しながら、地域に根付いた魅力ある事業として、内容の充実を図り、地
域住民が気軽に参加できる事業に発展をさせていく必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　補助費等は、各5地区で実施される地域振興事業に係る経費の補助金である。例年同規模の額で推移してい
る。

▲ 1,297特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 3,873 ▲ 5,170
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 3,873 5,170 1,297 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 3,873
0 0

▲ 5,170 ▲ 1,297
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 192 751 559 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 3,873 ▲ 5,170
0 0

▲ 1,297

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 1,890 1,890 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 0 0 0 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 1,791 2,529 738

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

負担金補助等 日暮里地域補助金 378 負担金補助等 日暮里地域補助金 378 負担金補助等 日暮里地域補助金 378

負担金補助等 尾久地域補助金 378負担金補助等 尾久地域補助金 378 負担金補助等 尾久地域補助金 378

負担金補助等 町屋地域補助金 378 負担金補助等 町屋地域補助金 378 負担金補助等 町屋地域補助金 378

負担金補助等 荒川地域補助金 378負担金補助等 荒川地域補助金 378 負担金補助等 荒川地域補助金 378

負担金補助等 南千住地域補助金 378 負担金補助等 南千住地域補助金 378 負担金補助等 南千住地域補助金 378
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

30年度
参加人数（5地域合計） 23,196 18,554 20,790 23,650 22,440 20,650 21,000

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

1,890 1,890
決算額（30年度は見込み） 1,890 1,890 1,890 1,890 1,890 1,890 1,890
予算額 1,890 1,890 1,890 1,890 1,890

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

推進 推進

　町会活動において他の模範となる者を表彰することにより、地域活動の
振興に資することから優先度は高い。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

経過

実施頻度
　平成6年度から事業開始し、以降毎年度実施してきたが、10年度には受賞者数が対開始年度比で約
1/2(215名→117名）になった。そこで費用対効果等を考慮し、より効率的な事業実施を目指すため、平成
10年度以降は隔年度実施としている。

実施会場
　H6、7年度ホテルラングウッド　　Ｈ8～26年度ムーブ町屋　　Ｈ28～30年度サンパール荒川

特別感謝状の贈呈
　平成24年度は、区制施行80周年を記念し、町会連合会会長及び町会連合会会長経験者（16名）に特別感
謝状を贈呈した。

必要性

　長年地域で活躍している町会・自治会役員の活動や功績を表彰することにより、活動意欲の向上や町
会・自治会活動の更なる充実につながることから、必要性は高い。

実施
方法

1直営

目的

　町会・自治会の役員として、地域社会の発展に寄与し、他の模範となる者を表彰することにより、区政
及び町会の振興発展を図る。

対象者
等

　町会の役員であって次のいずれかに該当する者
①　部長以上に相当する役職にあって、8年以上職務に精励した者。
②　町会の役職にあって、10年以上その職務に精励した者のうち、特に町会長が推薦した者。

内容

2年に一度、表彰式及び祝宴会を行う。
　・目的 上記のとおり
　・対象者 上記のとおり
　・対象除外者
　　① 既受賞者
  　② 荒川区表彰規則第2条第2号の既受賞者
  　③ その他適当でないと認めるもの
　・推薦方法 町会長が、推薦書を区長に提出する。
　・表彰審査 区民生活部長、区民課長の職にあるもので構成する表彰審査会による。

政策 10 活力ある地域コミュニティの形成
施策 01 地域活動の支援と人材育成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅴ 文化創造都市

地域振興功労者表彰実施要綱
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 6 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-15-01 町会役員表彰

事務事業名
町会役員表彰（地域振興功労者表
彰）

部課名 区民生活部区民課 課長名 秦野
担当者名 清水 内線 2512

事務事業コード 04-01-11 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 22 不明 0

28年度開催と同様にサンパール荒川
で実施できるかも含め、ムーブ町屋
の特徴と比較して実施場所の検討を
行いたい。

実施場所の検討を行い、30年度につ
いては、サンパール荒川にて開催す
ることとする。

より良い実施体制が整うよう、サ
ンパール荒川、ムーブ町屋以外の
施設も候補地の１つとして検討し
ていく。

推薦期間だけでなく、他の表彰制度
の推薦時でも地域功労表彰の推薦範
囲を紹介する等の工夫をして制度の
浸透を図る。

推薦期間だけでなく、他の表彰制度
の推薦時でも地域功労表彰の推薦範
囲を紹介し、制度の浸透を図った。

推薦期間だけでなく、他の表彰制
度の推薦時でも地域功労表彰の推
薦範囲を紹介する等の工夫をして
制度の浸透を図る。

○区内全域で町会役員の高齢化が進んでいることも影響し、町会または地域によって推薦者が減少している。
○表彰制度について理解を深められらないまま、推薦期間が終了してしまう場合もあるので、表彰制度全般に
ついて簡潔に説明し、かつ十分な推薦期間を設定するよう努める。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　現在、2年に1度の実施としているため、29年度の物件費は実績なしとなっている。
1,795特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 5,786 ▲ 3,991

0特別費用(g) 0 0 特別収入(f) 0
行政費用合計(b) 5,786 3,991 ▲ 1,795 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 5,786

0
▲ 3,991 1,795

その他行政費用 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 354 914 560 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 5,786 ▲ 3,991
0 0

1,795

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 その他 0

0
0

補助費等 80 ▲ 80 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 分担金及び負担金 0

0
0

維持補修費 0 0 都支出金 0
物件費 1,413 ▲ 1,413 国庫支出金 0

0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 3,939 3,077 ▲ 862

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

使用料等 表彰式会場使用料 95 使用料等 表彰式会場使用料 0 使用料等 表彰式会場使用料 96
委託料 会場看板製作委託 66委託料 会場看板製作委託 58 委託料 会場看板製作委託 0

役務費 表彰状筆耕料 55 役務費 表彰状筆耕料 0 役務費 表彰状筆耕料 57
需用費 受賞者景品、懇親会賄費 1,260需用費 受賞者景品、懇親会賄費 1,205 需用費 受賞者景品、懇親会賄費 0

報償費 弦楽四重奏謝礼金 80 報償費 弦楽四重奏謝礼金 0 報償費 弦楽四重奏謝礼金 80
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

100 73推薦者数 91・16 96

30年度
被表彰者数 90・16 96 97 73

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

－ 1,559
決算額（30年度は見込み） 1,463 0 1,419 0 1,493 － 1,559
予算額 1,481 0 1,524 0 2,036

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　区の事業を広く区民に周知し、コミュニティの活性化を図る事業であ
り、継続して実施する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

アルミ製掲示板数／全掲示板数
鉄製からアルミ製掲示板への取替
（％）

78 80 83 84

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

96

経過

昭和48年度～　　　109基で開始し、その後徐々に増設（平成2年度末199基）
平成3年度～5年度　1町会2基の割合で増設　　　　　 （平成5年度末259基）
平成6年度～9年度　0.03㎢に1基の割合で増設　　  （平成9年度末318基）
平成10年度以降　上記増設計画完了のため、補修困難な物を年度内4基をめどに新規に建替え。
平成19年度以降　破損状況が著しく補修困難な物を、年度内15基をめどに新規に建替え。
　平成30年3月末日現在282基
【材質別内訳】　鉄パイプ枠・合板ボード等47基、アルミ枠・ステンレス235基
【地区別内訳】　南千住54基、荒川50基、町屋41基、東尾久39基、西尾久31基、
　　　　　　　　東日暮里31基、西日暮里36基

必要性

　区営掲示板へのポスター掲示は、広く区民に情報提供できるため、コミュニティの活性化につながる。
　また、災害時には地域住民に対し有効な伝達手段となることから、その必要性は高い。

実施
方法

2一部委託

ポスター掲示委託　シルバー人材センター　単価契約　１回　279.72円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＠279.72×設置基数×3回/月×12月＝年額

目的

　各事業課が作成したポスターを掲示し、事業内容を区民に周知する。
　掲示板を適所に設置し、その維持管理を図る。

対象者
等

全区民

内容

・ポスター掲示・・・掲示期間は原則として10日間
　（1）掲示予約受付（掲示開始日の半年前から）
　（2）掲示依頼書・ポスター提出（掲示開始日の前日まで）
　（3）ポスター貼付（毎月5・15・25日シルバーに委託）

・掲示板維持補修・建替え
　　毎年、全掲示板の腐食・破損状況を調査し、必要に応じて修繕を行い、町会等の要望により新設も
　行う。平成19年度以降は鉄製から耐久性の高いアルミ製へ順次建替えを行っている。

政策 10 活力ある地域コミュニティの形成
施策 01 地域活動の支援と人材育成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅴ 文化創造都市

荒川区区営掲示板ポスター掲示要綱
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 48 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-12-01 区営掲示板維持管理費

事務事業名 区営掲示板維持管理費
部課名 区民生活部区民課 課長名 秦野

担当者名 千葉 内線 2512

事務事業コード 04-01-13 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

平成23年度決特「区営掲示板に緊急の連絡先等を表示することについて」
平成27年度決特「区営掲示板に広報課で配信をしている情報（メルマガ・ツイッター・フェイスブック）
　　　　　　　のＰＲ等を表示することについて」
平成28年度決特「区営掲示板の掲示面積の拡大について」

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

掲示するポスターの枚数に限りがあ
るため、掲示を希望する所管課へ平
等に機会が行き渡るよう抽選方法等
を検討する。

抽選により平等な選抜を行ってき
た。ACCの事業計画に応じて掲示枠数
を増減させ、掲示枠を他部署に割
振って最大限に活用した。

ACCの掲示枠をA3判2枠に固定する
ことなく、柔軟に運用する。

将来的な道路事情や人通りも勘案
し、区の事業を周知するにあたり、
より効果的な設置場所の検討をした
い。

密度の高い掲示板の集約は効果的で
あるが、地域からは継続設置を望む
声があり、長い時間軸で取組む必要
がある。

掲示板が密集している場所を重点
的に、削減可能か検討する。町会
長等に相談する。

鉄製の掲示板の老朽経過を掲示委託
業者を通じて確認をし、建替え場所
の検討をしたい。

鉄製掲示板の劣化状況を調査し、建
替え候補の優先順位を付けた。建替
えよりも板面の交換で長寿命化でき
る掲示板がある。

鉄製掲示板のまま維持する場所も
検討する。

○アルミ製掲示板のゴムボード盤面は画鋲が深く刺さるため、ポスターが剥がれにくい。さらに、耐久性があ
るため旧来の鉄製掲示板のベニヤ板に比べ、保守に係る費用の削減につながる。
○既存の鉄製掲示板をアルミ製へ順次建て替えているが、総数が多く、また、狭隘等建替え困難な場所が多い
ため、短期間での建替えが困難である。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　物件費の増は、契約単価増及び実績増に起因しており、その内訳は、ポスター掲示委託2,592千円、掲示板
建替及び新設委託2,764千円である。維持補修費は昨年度に対象掲示板がなかったため今年度は皆増したもの
である。

▲ 2,946特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 6,503 ▲ 9,449
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 6,503 9,449 2,946 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 6,503
0 0

▲ 9,449 ▲ 2,946
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 118 914 796 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 6,503 ▲ 9,449
0 0

▲ 2,946

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 102 102 都支出金 0
物件費 5,072 5,356 284 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 1,313 3,077 1,764

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

委託料 新設・撤去など 2,519 委託料 新設・撤去など 2,764 委託料 新設・撤去など 2,505
委託料 ポスター掲示 2,901委託料 ポスター掲示 2,553 委託料 ポスター掲示 2,592

需用費 ボード・ボードゴム交換 0 需用費 ボード・ゴム交換 102 需用費 ボード・ゴム交換 198
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

3 2ボード交換 6 5 5 1 0
移設 1 1 0 0 0

7 10 1
0 0

撤去 10 6 10 10

30年度
新設 11 10 7 6 7 8 6

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

5,607 5,604
決算額（30年度は見込み） 6,115 5,776 5,141 5,010 5,072 5,458 5,604
予算額 6,310 5,950 5,659 5,623 5,584

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
○ ● ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
● ○
○ 有 ● 無
● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ○ 常勤 ○ 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

継続 継続

　法令に基づく事務であり、正確な住居表示を保つため、継続して実施す
る。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

新築届件数÷建築確認申請数×100
建築確認申請に対する新築届
（％）

77.3 90.3 93.0

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

95.0

経過

・住居表示実施年月日　南千住：昭和42年5月1日、荒川：昭和43年3月1日、町屋：昭和38年6月1日
　　　　　　　　　　　東・西尾久：昭和39年7月1日、東・西日暮里：昭和41年3月1日
・現在の街区数：南千住308、荒川450、町屋231、東尾久324、西尾久300、東日暮里288、西日暮里280
　　　　　　　　計2,181＊平成18年9月、南千住八丁目街区変更実施（１～55番街区→１～18番街区）
・街区表示板：通常1街区につき概ね4箇所貼付しているため、区内全域で約8,800箇所貼付
　　　　　　　平成2年度から、貼り替え時にローマ字表記のものを使用
              平成28年度から、貼り替え時にあら坊・あらみぃ入りのものを使用
・街区案内板：平成6年度新設分から英語表記併用。平成12年度よりコンピュータ表示に変更
　　　　　　　平成18年9月の南千住8丁目新設分より英語・ハングル・中国語併記
　　　　　　　平成26年度9基撤去、平成27年度1基撤去、平成28年度6基撤去、
　　　　　　　平成29年度5基撤去（現在31基）

必要性

　法に基づく事務であり、正確な住居表示を保つため必要性は高い

実施
方法

2一部委託

・住居表示台帳修正業務委託（㈱都市整図社 754,013円）
・街区表示板作製及び取付業務委託（㈱丸菱行政地図 15,670,800円）等

目的

　新築等の届出に対する住居表示の付定や街区表示板の貼付等を実施し、正確な住居表示制度を保つ。

対象者
等

区民等

内容

（１）住居表示台帳整備事務
　・「新築届」の受付→現地調査（委託）・住居表示付定図修正→住居番号を付定→届出者へ通知
（２）街区表示板
　・各街区の角付近の建物等に街区表示板を貼付（通常1街区につき概ね4箇所）
  ・区内を7地区（南千住・荒川・町屋・東尾久・西尾久・東日暮里・西日暮里）に分け、1年に1地
　　区ずつ、街区表示板の欠落箇所を調査し、欠落箇所の貼付と劣化箇所の貼り換えを実施
　　（平成26年度は全地区の調査を実施）
（３）街区案内板
　・町丁名や街区番号等を表示した案内板を設置
　・街区案内板の腐食、破損及び案内内容に応じて修繕若しくは建替えを実施

政策 10 活力ある地域コミュニティの形成
施策 01 地域活動の支援と人材育成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅴ 文化創造都市

住居表示に関する法律（昭和37年施行）第3・
8・9条　住居表示に関する条例終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 38 年度 根拠
法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-06-01 住居表示事務費

事務事業名
住居表示事務費（台帳整備・街区
表示）

部課名 区民生活部戸籍住民課 課長名 木村
担当者名 蓮池・鈴木・上山 内線 2362

事務事業コード 04-02-08 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

区で管理する付定図と住居の実情が
乖離しているため、名称変更届出等
の徹底を図り、建築物管理者などに
申請書提出を依頼した。

引き続き建物名称や街区について
実情に近づくように、住居表示申
請書の提出を依頼していく。

建築指導課にチラシの配布を依頼す
る。

建築指導課にチラシの配布を引き続
き依頼した。

引き続き、建築指導課にチラシの
配布を依頼するとともに、建築計
画概要書の閲覧利用を検討する。

繁忙期対策として申請・受付方法の
拡充等を検討していく。

受付窓口のキャパシティの関係から
受付を分けることは実行できなかっ
た。

引き続き、繁忙期対策として申
請・受付方法の拡充等を検討して
いく。

○受付窓口が住民異動の受付と同じになっており、繁忙期には待ち時間が長くなるため、改善が必要である。
○正確な住居表示を管理する上で、区民からの新築届と名称変更届の提出が欠かせないため、より一層の届出
の促進を図る必要がある。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

　行政費用としては、委託料としての物件費が多く占めており、前年度との差額は主に住居表示板作製及び取
付業務委託の実績によるものである。

▲ 8,736特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 15,283 ▲ 24,019
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 15,283 24,019 8,736 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 15,283
0 0

▲ 24,019 ▲ 8,736
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 527 1,706 1,179 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 15,283 ▲ 24,019
0 0

▲ 8,736

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 10,189 17,071 6,882 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 4,567 5,242 675

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

委託料 街区案内板現況調査・貼付・撤去等 10,746委託料 街区案内板現況調査・貼付・撤去等 17,028
委託料 街区案内板貼付・撤去等 10,189 需用費 戸番プレート・ボード地図修繕 43 需用費 戸番プレート・ボード地図修繕 207

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

31 31街区案内板設置基数 61 52 43 42 36
街区表示板貼付枚数 486 501 501 501 1,814

110 108 110
3,034 1,872

住居表示証明願数 136 117 232 146

30年度
付定・変更件数 860 862 917 922 908 1,002 2,000

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

19,751 10,953
決算額（30年度は見込み） 2,362 3,806 3,638 737 10,189 17,071 10,953
予算額 2,616 4,643 4,922 6,575 12,614

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度



No1
● ○ ○ ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
○ ●
○ 有 ● 無
○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ● 計画 ○ 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤 ● 非常勤 ○ 臨時職員 ）

①

②

③

重点的に推進 重点的に推進

　区民が学びの成果を活かして主体的な地域活動に参加できるように学習
する場として、重点的に推進する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

出席者数／在籍者数（延べ人数）受講生の講座出席率（％） 74 73 76 80 90

修了生が新たに立ち上げた地域活
動団体数（計）

20 25 35 38 75

入学生人数（計） 301 334 372 406

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

600

経過

平成22年度　荒川コミュニティカレッジを開校（10月入学）
　　　　　　必修講座開講（受講期間2年間で昼と夜）選択講座開講（活動のためのスキルアップ講座）
平成23年度　公開講座開講（一般区民にまで対象を拡大した講座）
　　　　　　公立大学法人首都大学東京と連携講座開講のために協定を締結　第1回学園祭開催
平成25年度　単科生制度開始（受講コース2年目に編入）
平成26年度　地域活動団体紹介冊子の発行
平成27年度　サンパール大規模改修工事により、一時的に事務局がセントラル荒川ビルへ移転
　　　　　　「コミカレ！ガイドブック」の発行
平成28年度　5周年記念式典を開催　「5周年記念誌」の発行
　　　　　　受講開始月変更（10月から4月開始へ変更）受講期間変更（夜コースを2年間から1年間に）
平成30年度　土曜コースの新設　地域活動登録制度開始

必要性

　区と区民とが協働し、「幸福実感都市」を実現するための基盤づくりとして、地域社会を担う人材を育
成するために必要である。また、第三次荒川区生涯学習推進計画の施策3「地域で学び活躍する人材を支援
する」を推進するために、充実する必要がある。

実施
方法

1直営

目的

　区民が地域への関心を深めるとともに、地域活動の担い手となるために学ぶ機会を提供することによ
り、区民が主体的に地域活動に取り組めるよう支援する。

対象者
等

荒川区在住・在勤・在学の１８歳以上の方

内容

【会場】サンパール荒川６階荒川コミュニティカレッジ研修室、区内及び区外施設
【履修期間】各コース１年間（平成３０年４月～３１年３月までの１年間）。
（１）必修科目　あらかわまちづくり学科（火曜午後）は、まちを知りたい、何かを始めたい方を対象
に、荒川区のまちの魅力や課題等を発見し、暮らしを豊かにする住民主体のまちづくりを目指し、地域活
動への一歩につなげていく。クリエイティブコース（土曜午前）は、荒川区の地域の現状や資源を知ると
ともに、気軽に人が集まり楽しく交流できる「地域の居場所」作りの企画を、座学や実践を通じて取り組
む。各コース１回２時間の講座を月に２回程度実施する。
（２）選択科目 ＜選択講座＞ 荒川コミュニティカレッジが実施する地域活動に役立つ養成講座
　　　　　　　 ＜公開講座＞ 区民一般を対象とした地域活動に関する教養講座等
（３）その他　入学式、修了式、学園祭、修了生の活動支援

政策 10 活力ある地域コミュニティの形成
施策 01 地域活動の支援と人材育成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅴ 文化創造都市

荒川コミュニティカレッジ実施要綱
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 22 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 30年度 29年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（30年度）

01-14-01 荒川コミュニティカレッジ管理運営費

事務事業名 荒川コミュニティカレッジ
部課名 地域文化スポーツ部生涯学習課 課長名 浦田

担当者名 金子 内線 1829

事務事業コード 05-02-21 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（平成30年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

・平成24年度一定　町会との連携について
・平成25年度予特　受講生・修了生の活動の場について
・平成25年度決特　現状と今後の展望について
・平成27年度11月会議　現状と今後の展望、5周年記念誌の作成等について
・平成29年度 9月会議　防災面における地域人材の育成について

他
区
の
実

施
状
況

実施 5 17 不明 0

　地域活動における人材育成のための講座を、全成人に対し１年間以上実施している区。それぞれの区で目的
や実施方法等が異なっており、全く同じ事業はない。※対象をシニアに限定、運営をすべて委託している区は
除く。実施区：千代田区、品川区、豊島区、練馬区、江戸川区

　荒川コミュニティカレッジ修了生
の活動を支援するため、新たな仕組
を検討していく。

　新たな仕組づくりとして、受講
生・修了生の地域活動団体登録制度
の仕組を構築した。

　地域活動団体登録制度を活用
し、活動に繋がる情報発信や、資
金の調達方法等に関する学習機会
を通じて、活動を支援していく。

　受講生の希望や経験、ニーズ等を
考慮したカリキュラムを作成し、座
学だけでなく区内施設の見学など、
現場での体験を充実させる。

　バスを使用した区内施設の見学
や、地域のイベントにブース出展し
地域の方との交流を図るなど、現場
での体験を充実させた。

　土曜日コースを新設するなど、
今まで受講しづらかった区民の方
も積極的に参加できるよう、講座
内容の充実を図る。

　公開講座の実施、区報、ホーム
ページ、SNS等を充実させ、荒川コ
ミュニティカレッジの情報提供をよ
り積極的に行う。

　区報、ホームページ、SNSを用いた
周知活動や、年間10回の公開講座を
実施するなど、荒川コミュニティカ
レッジの周知につなげた。

　公開講座等の充実や、ICTの活
用・印刷物の配布による情報提
供、地域イベントでの情報発信等
を積極的に行う。

①地域活動をより推進していくため、情報発信の手法や区主催のイベントでの周知活動を強化し、入学希望者
を増やす必要がある。
②より多くの方が地域社会を築く担い手となるために学ぶことができるよう、受講者のニーズを踏まえた上
で、地域活動に必要となる知識等を盛り込んだカリキュラム編成とする必要がある。
③荒川コミュニティカレッジで学んだことを、修了後も継続的に地域で活かしていくために、修了生や地域活
動団体が地域で主体的に活動できるような支援体制の構築が必要である。

問題点・課題の改善策

平成29年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度に実施した
改善内容および評価

平成30年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

行政費用では給与関係費が多くかかっている。それ以外に講師謝礼、託児謝礼などの報償費が補助費として多
くかかっている。また、平成29年度は建物修繕を行ったため、維持補修費が153千円かかっている。行政収入
では荒川コミュニティカレッジ受講料として、510千円の収入があった。

▲ 525特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 17,734 ▲ 18,259
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 18,274 18,769 495 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 17,734
0 0

▲ 18,259 ▲ 525
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 566 1,128 562 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 17,734 ▲ 18,259
510 ▲ 30

▲ 525

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 540
減価償却費 0 0 0 その他 540 510

0 0
▲ 30

補助費等 3,506 3,336 ▲ 170 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 153 153 都支出金 0
物件費 2,127 2,733 606 国庫支出金 0 0

0 0
0

29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 12,075 11,419 ▲ 656

行
政
収
入

地方税 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度

負担金補助等 サンパール荒川光熱水費等 1,042 負担金補助等 サンパール荒川清掃費等 1,041 負担金補助等 サンパール荒川清掃費等 1,048
使用料等 会場使用料等 652使用料等 会場使用料等 274 使用料等 会場使用料等 317

委託料 募集案内ポスター制作等 238 委託料 普及促進紙制作等 459 委託料 普及促進紙制作等 560
役務費 電話料等 240役務費 電話料等 157 役務費 電話料等 190

需用費 消耗品、印刷製本 887 需用費 消耗品、印刷製本等 1,344 需用費 消耗品、印刷製本等 2,077
報償費 講師謝礼等 2,923報償費 講師謝礼等 2,464 報償費 講師謝礼等 2,291

賃金 臨時職員賃金 574 賃金 臨時職員賃金 581 賃金・旅費 臨時職員賃金・視察旅費 680
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（予算）

修了後の年度別地域活動参加率（％） - - 92 94 91
44 32 41

91 95
修了生数（人） 63 29 47 39

30年度
入学生数（人） 55 54 53 13 33 38 34

実
績
の
推
移

事項名（30年度は見込み） 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

8,751 8,180
決算額（30年度は見込み） 8,045 8,210 10,757 20,779 5,633 6,222 8,180
予算額 13,253 13,057 12,190 23,997 11,201

29年度 30年度予算・決算額等の推移 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度


